
1 基本情報

・ 施設を維持管理すること。
・ 施設の利用者の処遇に関すること。
・ 障害者自立支援法第５条第８項に規定する短期入所を行う事業に関すること。
・ その他知事が別に定める業務に関すること。

2 利用状況を把握するための指標 3 平成２７年度の収支状況 （単位：千円）

4 前年度の評価員会議の主な意見及び対応

平成２７年度指定管理者評価結果票

所     管     課 健康福祉部　障害福祉課

評価対象期間 H27.4.1　～　H28.3.31

指 定 管 理 者

名     称 社会福祉法人岐阜県福祉事業団

構 成 員 　　－

所 在 地 岐阜市下奈良２－１－１

指定期間

施 設 概 要 
名     称 岐阜県立陽光園

所 在 地 美濃市立花１１５５－５

H23.4.1 ～ H28.3.31

指 定 管 理 業 務 の 内 容

指標
利用者数
（単位：人）

収  入  計 389,132

利 用 料 金 387,299
Ｈ２５ 2,392

指定管理料 0
Ｈ２６ 2,143

そ   の   他 1,833
Ｈ２７ 2,098

支  出  計 376,637

人   件   費 267,361

施設管理費 29,196

そ   の   他 80,080

差   　　　　　　  引 12,495

納　　 　付 　　　金 -

前年度の評価員会議の主な意見 対応状況

・利用率の低い事業やサービスは、更なる広報の実
施が必要なため、広報の工夫を図られたい。

・各部署から出している広報誌にも記載し、関係機関、在宅
利用者などにも配布した。

・高齢化、重度化する利用者の状態や生きがいに繋
がる処遇業務への見直しを引き続き検討されたい。

・平成２６年度から日課見直し部会を立ち上げた。ゆとりある
生活の提供について利用者とともに考えている。
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5 評価員会議による評価結果

＜評価基準＞

6 県による評価結果

＜評価基準＞

評      価      項      目 
評価点
(平均点)

評価員の主な意見

管理基準の充足状況 4.0

・日中活動の中の個別活動の充実のため、専任の職員を配置した。ま
た、利用者とともに日課の見直しをし、ゆとりの時間を設け、利用者の精
神的安定に繋げている点は評価できる。
・身体拘束の解除に向けて処遇改善に努め、成果が認められる。
・個別性を重視する支援の実施には職員の多様な専門性が要求される。
それに応えられる職員スタッフの体制を講じられたい。

設置目的の充足状況 3.6
・専任職員を配置するなど、個別性を重視した日中活動を充実させ、利
用者の好評を得ている。
・定員はほぼ充足している。
・短期入所は依然として少なく推移している。ニーズとしてはどうなのか。

４ 協定書等に定める水準を上回る管理運営がなされている

公共性の確保の状況 3.2

・危機管理員会、ヒヤリハット委員会、フロア会議、経営会議などでリスク
マジメント体制はしっかり整備されている。
・危機管理について新たな取り組みが必要。
・施設の立地する条件からして、地域との交流は施設への来園の形が多
くなり、どうしても閉鎖的になりがちになる。地域へ出て行く交流、外出す
る機会を多くとる等、積極的に工夫、取り組みをされたい。

経営状況 3.4
・給食業務委託を始める決断をされ、今後の推移の確認・対応が大切。
・経営効率化の視点は、利用者処遇の向上が前提であり、環境整備、支
援力の向上など、適切に費用対効果を図るべきである。

派生的効果 3.0

・在宅障がい者の相談件数の増加、ショートスティ、居宅支援、交流サロ
ンの定期的開催など、地域の障がい児者福祉の拠点づくりになっている
ことは評価できる。
・ボランティアを積極的に受け入れ、外出支援や社会参加に努力したこと
は評価できる。
・美濃市との「災害時の協定書」締結に向けては、続けて取り組んでいた
だきたい。

５ 定書等に定める水準を上回る管理運営がなされており、かつ特筆すべき実績・成果を上げている

S 優れた管理運営がなされており、かつ十分な実績・成果を上げている

A 優れた管理運営がなされている

B 適正な管理運営がなされている

C 改善を要する

３ 協定書等に基づき、適切な管理運営がなされている

２ 協定書等に基づき、概ね適切な管理運営がなされているが、一部に更なる工夫や改善を要する

１ 改善を要する

最終評価 評価の考え方

A

・身体拘束の解除について、利用者個人ごとに現状を把握し、個別支援計画に盛り込むなどの改善
に向けた取り組みに努めている。
・利用者個々のニーズに応じた支援を実施するため、日中活動の個別活動を充実化させるなど、内
容や日課の見直しに努めている。
・地域交流事業等による地域への参加をより一層積極的に行うことが必要。
・危機管理対策について、防犯・防災の観点からさらなる取り組みが必要。


